




















The examination of the effectiveness of government regulations 
of the supply chain management for the conservation of biological diversity
























のFLEGT行動計画（「森林の施行・ガバナンス・貿易に関するEU行動計画（EU Forest Law Enforce-
ment, Governance and Trade: EU FLEGT）」）が策定される 2003 年までは、主に各国政府の公共調
達と、民間における自主的なサプライチェーン管理を通して行われてきた。公共調達方針は、オ
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2003 年には全体の 47％が認証材だったのが、2009 年には 63％になっているという（この数字は、
政府が履歴を取っていないことから、納入業者側から集めたという）⑴。ちなみに、熱帯材の供給は 2003






















　 　 使用・販売するすべての木材、木材を含む製品、紙製品が、信頼性のある認証林（完全な CoC 認
証を含む）、またはリサイクル原料から生産される







　2010 年に成立した「EU木材法」（Regulation (EU) No 995/2010）は、前述のFLEGTプロセスに
法的根拠を与えるために導入された法律である⑶。EUは一つの市場として考えると世界最大の
木材市場である。2007 年に EU全体で、236 百万m3 の木材製品を消費し、そのうちの 60.4％は


















② SmartWood SmartStep アクションプランを持ち、FSC を目指しているという契約書を持つ③WWF















　この EU木材法は EU加盟国 27 か国すべてに適用されることを考えると、2008 年に米国で成
立している改訂レーシー法と同じく、世界の木材市場に大きな影響を与えることが予想されてい
る。同法は、貿易に携わる者に木材の合法性に関する「デュー・デリジェンス」と呼ばれるリス
ク調査の義務を課すことから、「デュー・デリジェンス法案」という名で 2008 年 10 月に欧州委
員会が提案している⑸。その後、欧州議会による 2度目の審議で 2010 年 7 月に議会を通過し、
2010 年 10 月に欧州理事会を通過している。EU木材法の発効は 2010 年 12 月 2 日から、実際の


































































































































































ムを構築するのかは大きな課題だと考えているようだ。ただし、この点について John Lewis 社
は、現在は限定的である木材製品の認証制度が主流になるためにはいい機会だとしている。
　同時に、今後明確にしなければならない点として業界が挙げたのが、FLEGT材の市場におけ

















































































⑴　Emily Fripp 氏、Efeca、筆者聞き取り（2011 年 2 月 27 日）。
⑵　http://www.diy.com/diy/jsp/corporate/content/about/index.jsp
⑶　“REGULATION (EU) No 995/2010 OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL”. 
Official Journal of the European Union, L295/23
⑷　EFI Policy Brief 5: Changing International Markets for Timber and Wood Products - Main Policy 





⑹　Julia Young 氏、WWF GFTN、筆者聞き取り（2011 年 1 月 28 日）。ただし GFTN自体はより厳しい
規制よりもまずEU法の適切な準拠が肝心だとしている。
⑺　Sofie Tind Nielsen 氏、ProForest、筆者聞き取り（2011 年 2 月）。
⑻　Rachel Butler 氏、Timber Trade Federation、筆者聞き取り（2011 年 2 月 28 日）。
⑼　Catherine Pazderka 氏、British Retail Consortium、筆者聞き取り（2011 年 2 月 27 日）
⑽　http://www.daff.gov.au/forestry/international/illegal-logging
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